
富津市子ども・子育て支援事業計画平成 27・28・29・30年度の実績

１．幼児期の学校教育・保育

富津地区 

年度 平成２７年度 平成２８年度

区分 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定

０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳

量の見込み（①） ２３１人 １８６人 ３６人 １０６人 ２３０人 １８７人 ３５人 １１０人

確保方策（②） ２７０人 ２９１人 ４０人 １１９人 ２７０人 ２９１人 ４０人 １１９人

特定教育・保育施設 ２９１人 ４０人 １１９人 ２９１人 ４０人 １１９人

２７０人 ２７０人

９１人 ２２２人 ２２人 １１２人 ９２人 ２１９人 ２６人 １１６人

▲ １４０人 ３６人 ▲ １４人 ６人 ▲ １３８人 ３２人 ▲ ９人 ６人

39.4% 119.4% 61.1% 105.7% 40.0% 117.1% 74.3% 105.5%

▲ １７９人 ▲ ６９人 ▲ １８人 ▲ ７人 ▲ １７８人 ▲ ７２人 ▲ １４人 ▲ ３人

33.7% 76.3% 55.0% 94.1% 34.1% 75.3% 65.0% 97.5%

確認を受けない幼稚園

実績値（③）

③－①

　量の見込みに対する割合

③－②

　確保方策に対する割合

年度 平成２９年度 平成３０年度

区分 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定

０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳

量の見込み（①） ２２９人 １８４人 ３５人 １１２人 ２２６人 ２１４人 ３８人 ９５人

確保方策（②） ２７０人 ２９１人 ４０人 １１９人 ２７０人 ２９１人 ４０人 １１９人

特定教育・保育施設 ２９１人 ４０人 １１９人 ２９１人 ４０人 １１９人

２７０人 ２７０人

８９人 ２２７人 ２３人 １０９人 １０３人 ２２２人 ２３人 ９９人

▲ １４０人 ４３人 ▲ １２人 ▲ ３人 ▲ １２３人 ８人 ▲ １５人 ４人

38.9% 123.4% 65.7% 97.3% 45.6% 103.7% 60.5% 104.2%

▲ １８１人 ▲ ６４人 ▲ １７人 ▲ １０人 ▲ １６７人 ▲ ６９人 ▲ １７人 ▲ ２０人

33.0% 78.0% 57.5% 91.6% 38.1% 76.3% 57.5% 83.2%

確認を受けない幼稚園

実績値（③）

③－①

　量の見込みに対する割合

③－②

　確保方策に対する割合
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大佐和地区 

年度 平成２７年度 平成２８年度

区分 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定

０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳

量の見込み（①） ９９人 ５７人 １４人 ３９人 ９１人 ５３人 １３人 ３８人

確保方策（②） ３００人 １５４人 ２１人 ６５人 ３００人 １５４人 ２１人 ６５人

特定教育・保育施設 １５４人 ２１人 ６５人 １５４人 ２１人 ６５人

３００人 ３００人

２１５人 １００人 ２２人 ４５人 ２０５人 １０３人 １４人 ５２人

１１６人 ４３人 ８人 ６人 １１４人 ５０人 １人 １４人

217.2% 175.4% 157.1% 115.4% 225.3% 194.3% 107.7% 136.8%

▲ ８５人 ▲ ５４人 １人 ▲ ２０人 ▲ ９５人 ▲ ５１人 ▲ ７人 ▲ １３人

71.7% 64.9% 104.8% 69.2% 68.3% 66.9% 66.7% 80.0%

確認を受けない幼稚園

実績値（③）

③－①

　量の見込みに対する割合

③－②

　確保方策に対する割合

年度 平成２９年度 平成３０年度

区分 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定

０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳

量の見込み（①） ８８人 ５２人 １２人 ３８人 ３０人 １０２人 １１人 ３７人

確保方策（②） ３００人 １５４人 ２１人 ６５人 ３００人 １５４人 ２１人 ６５人

特定教育・保育施設 １５４人 ２１人 ６５人 １５４人 ２１人 ６５人

３００人 ３００人

１８３人 １０４人 １３人 ５６人 １８１人 １１１人 １３人 ５２人

９５人 ５２人 １人 １８人 １５１人 ９人 ２人 １５人

208.0% 200.0% 108.3% 147.4% 603.3% 108.8% 118.2% 140.5%

▲ １１７人 ▲ ５０人 ▲ ８人 ▲ ９人 ▲ １１９人 ▲ ４３人 ▲ ８人 ▲ １３人

61.0% 67.5% 61.9% 86.2% 60.3% 72.1% 61.9% 80.0%　確保方策に対する割合

確認を受けない幼稚園

実績値（③）

③－①

　量の見込みに対する割合

③－②
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天羽地区 

※参考 

年度 平成２７年度 平成２８年度

区分 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定

０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳

量の見込み（①） ４８人 ４１人 １１人 ２５人 ４２人 ３７人 １１人 ２７人

確保方策（②） ７０人 １７４人 １９人 ６９人 ７０人 １７４人 １９人 ６９人

特定教育・保育施設 ７０人 １７４人 １９人 ６９人 ７０人 １７４人 １９人 ６９人

確認を受けない幼稚園

３６人 ９４人 １０人 ３４人 ３０人 ８４人 １２人 ３４人

▲ １２人 ５３人 ▲ １人 ９人 ▲ １２人 ４７人 １人 ７人

75.0% 229.3% 90.9% 136.0% 71.4% 227.0% 109.1% 125.9%

▲ ３４人 ▲ ８０人 ▲ ９人 ▲ ３５人 ▲ ４０人 ▲ ９０人 ▲ ７人 ▲ ３５人

51.4% 54.0% 52.6% 49.3% 42.9% 48.3% 63.2% 49.3%

実績値（③）

③－①

　量の見込みに対する割合

③－②

　確保方策に対する割合

年度 平成２９年度 平成３０年度

区分 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定

０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳

量の見込み（①） ３８人 ３３人 １０人 ２６人 ３０人 ８５人 １１人 ２６人

確保方策（②） ７０人 １７４人 １９人 ６９人 ７０人 １７４人 １９人 ６９人

特定教育・保育施設 ７０人 １７４人 １９人 ６９人 ７０人 １７４人 １９人 ６９人

確認を受けない幼稚園

２９人 ７８人 １１人 ３５人 １９人 ７９人 １０人 ４４人

▲ ９人 ４５人 １人 ９人 ▲ １１人 ▲ ６人 ▲ １人 １８人

76.3% 236.4% 110.0% 134.6% 63.3% 92.9% 90.9% 169.2%

▲ ４１人 ▲ ９６人 ▲ ８人 ▲ ３４人 ▲ ５１人 ▲ ９５人 ▲ ９人 ▲ ２５人

41.4% 44.8% 57.9% 50.7% 27.1% 45.4% 52.6% 63.8%

実績値（③）

③－①

　量の見込みに対する割合

③－②

　確保方策に対する割合
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２．地域子ども・子育て支援事業

（１）利用者支援事業

実施なし 

（２）地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター）

富津地区 

大佐和地区 

天羽地区 

（３）妊婦健診

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
量の見込み① １０,９０４人日 １０,８２７人日 １０,６７４人日 １０,５４５人日
確保方策 １か所 １か所 ０か所 ０か所
実績値② ３,９７８人日 ３,６４９人日 ８４４人日 ０人日

②-① ▲６,９２６人 ▲７,１７８人 ▲９，８３０人 ▲１０，５４５人

量の見込みに対する割合 36.5% 33.7% 7.9% 0.0%

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
３,４３６人日 ３,３０２人日 ３,１２４人日 ２,９６８人日

確保方策 １か所 １か所 １か所 １か所
実績値② ３,３４０人日 ４,３８６人日 ４,９７２人日 ５，２３６人日

②-① ▲９６人 １,０８４人 １,８４８人 ２，２６８人

量の見込みに対する割合 97.2% 132.8％ 159.2％ 176.4％

量の見込み①

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
量の見込み① ９８３人日 ９９２人日 ９４４人日 ９０６人日
確保方策 ０か所 ０か所 ０か所 ０か所

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
量の見込み① ２,８８４人回 ２,７８６人回 ２,７１６人回 ２,６３２人回
人数 ２０６人 １９９人 １９４人 １８８人
健診回数 １４回 １４回 １４回 １４回

確保方策

実績値② ２,６１６人回 ２,４５７人回 ２,３４８人回 ２，１８３人回

②-① ▲２６８回 ▲３２９回 ▲３６８回 ▲４４９回

量の見込みに対する割合 90.7% 88.2% 86.5% 82.9%

実施場所：指定医療機関
実施方法：受診券の発行
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（４）乳児家庭全戸訪問事業

（５）養育支援訪問事業

（６）子育て短期支援事業

実施なし 

（７）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
量の見込み① ２０６人 １９９人 １９４人 １８５人

確保方策

実績値② ２１１人 ２０９人 １８９人 ２０１人
②-① ５人 １０人 ▲５人 １６人
量の見込みに対する割合 102.4% 105.0% 97.4% 108.6%

実施体制：保健師、助産師（委託契約）による訪
問
実施機関：健康づくり課

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
量の見込み① ７人 ７人 ７人 ７人

確保方策

実績値② ７人 １０人 ７人 ７人

②-① ０人 ３人 ０人 ０人

量の見込みに対する割合 100.0% 142.9% 100.0% 100.0%

実施体制：保健師による訪問、指導、助言

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
１６８人日 １６２人日 １５９人日 １５６人日
０人日 ０人日 １５９人日 １５６人日

▲ １６８人日 ▲ １６２人日 ０人日 ０人日
実績値③ １００人日 １４６人日 ２３９人日

③-① ▲６２人 ▲１３人日 ８３人日

量の見込みに対する割合 61.7% 91.8% 153.2%
③-② ▲１００人 ▲１３人 ８３人
確保方策に対する割合 - 91.8% 153.2%

量の見込み①
確保方策②
②－①
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（８）一時預かり事業

○幼稚園における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育） 

富津地区 

大佐和地区 

天羽地区 

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
計画値 ２,７５９人日 ２,７７６人日 ２,７３８人日 ２,６９４人日
見直し後

確保方策
計画値 ２,７５９人日 ２,７７６人日 ２,７３８人日 ２,６９４人日
見直し後

施設数 １か所 １か所 １か所 １か所

実績値

人数③ ２,８１５人日 ３,１０３人日 ３,３１８人日 ４,３７９人日
施設数 １か所 １か所 １か所 １か所

③-① ５６人日 ３２７人日 ５８０人日 １,６８５人日
量の見込みに対する割合 102.0% 111.8% 121.2% 162.5%
③-② ５６人日 ３２７人日 ５８０人日 １,６８５人日
確保方策に対する割合 102.0% 111.8% 121.2% 162.5%

量の見込み①

人数②

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
計画値 １,５３７人日 １,４１５人日 １,３９９人日 １,３２６人日
見直し後 ４,４４９人日

確保方策
計画値 １,５３７人日 １,４１５人日 １,３９９人日 １,３２６人日
見直し後 ４,４４９人日

施設数 １か所 １か所 １か所 １か所
実績値

人数③ ４,５３４人日 ４,３６３人日 ３,７３９人日 ５,１５６人日
施設数 １か所 １か所 １か所 １か所

③-① ２,９９７人日 ２,９４８人日 ２,３４０人日 ７０７人日
量の見込みに対する割合 295.0% 308.3% 267.3% 115.9%
③-② ２,９９７人日 ２,９４８人日 ２,３４０人日 ７０７人日
確保方策に対する割合 295.0% 308.3% 267.3% 115.9%

量の見込み①

人数②

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
量の見込み① ７１５人日 ６４０人日 ５７７人日 ５２５人日
確保方策
人数② ７１５人日 ６４０人日 ５７７人日 ５２５人日
施設数 １か所 １か所 １か所 １か所

実績値
人数③ ４６１人日 ６４３人日 ５２２人日 ４０２人日
施設数 １か所 １か所 １か所 １か所

③-① ▲ ２５４人日 ３人日 ▲ ５５人日 ▲ １２３人日
量の見込みに対する割合 64.5% 100.5% 90.5% 76.6%
③-② ▲ ２５４人日 ３人日 ▲ ５５人日 ▲ １２３人日
確保方策に対する割合 64.5% 100.5% 90.5% 76.6%
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○保育所（園）における一時預かり 

富津地区 

大佐和地区 

天羽地区 

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
量の見込み① １,１０８人日 １,１０６人日 １,０９０人日 １,０７５人日
確保方策
人数② １,１０８人日 １,１０６人日 １,０９０人日 １,０７５人日
施設数 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所

実績値

人数③ ７１４人日 ５７９人日 ６０３人日 ２５５人日
施設数 ３か所 ３か所 ３か所 ２か所

③-① ▲ ３９４人日 ▲ ５２７人日 ▲ ４８７人日 ▲ ８２０人日
量の見込みに対する割合 64.4% 52.4% 55.3% 23.7%
③-② ▲ ３９４人日 ▲ ５２７人日 ▲ ４８７人日 ▲ ８２０人日
確保方策に対する割合 64.4% 52.4% 55.3% 23.7%

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
量の見込み① ３５８人日 ３３９人日 ３２５人日 ３０９人日
確保方策
人数② ３５８人日 ３３９人日 ３２５人日 ３０９人日
施設数 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所

実績値

人数③ ２１４人日 ２７２人日 ２３９人日 ３１５人日
施設数 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所

③-① ▲ １４４人日 ▲ ６７人日 ▲ ８６人日 ６人日
量の見込みに対する割合 59.8% 80.2% 73.5% 101.9%
③-② ▲ １４４人日 ▲ ６７人日 ▲ ８６人日 ６人日
確保方策に対する割合 59.8% 80.2% 73.5% 101.9%

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
量の見込み① ２２４人日 ２１２人日 １９６人日 １８３人日
確保方策
人数② ２２４人日 ２１２人日 １９６人日 １８３人日
施設数 ４か所 ４か所 ４か所 ４か所

②－① ０人 ０人 ０人 ０人

実績値
人数③ ３５人日 １６４人日 １７８人日 １３７人日
施設数 ４か所 ４か所 ４か所 ４か所

③-① ▲ １８９人日 ▲ ４８人日 ▲ １８人日 ▲ ４６人日
量の見込みに対する割合 15.6% 77.4% 90.8% 74.9%
③-② ▲ １８９人日 ▲ ４８人日 ▲ １８人日 ▲ ４６人日
確保方策に対する割合 15.6% 77.4% 90.8% 74.9%
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（９）延長保育事業

富津地区 

大佐和地区 

天羽地区 

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
計画値 ２１０人 ２１０人 ２０７人 ２０４人

見直し後 ２２９人

確保方策
計画値 ２１０人 ２１０人 ２０７人 ２０４人

見直し後 ２２９人

施設数 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所

実績値

人数③ ２３５人 ２２２人 ２３０人 １６４人
施設数 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所

③-① ２５人 １２人 ２３人 ▲ ６５人
量の見込みに対する割合 111.9% 105.7% 111.1% 71.6%
③-② ２５人 １２人 ２３人 ▲ ６５人
確保方策に対する割合 111.9% 105.7% 111.1% 71.6%

量の見込み①

人数②

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
量の見込み① １２５人 １１７人 １１３人 １０８人
確保方策
人数② １２５人 １１７人 １１３人 １０８人
施設数 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所

実績値

人数③ ７３人 ５９人 ９４人 ９１人
施設数 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所

③-① ▲ ５２人 ▲ ５８人 ▲ １９人 ▲ １７人
量の見込みに対する割合 58.4% 50.4% 83.2% 84.3%
③-② ▲ ５２人 ▲ ５８人 ▲ １９人 ▲ １７人
確保方策に対する割合 58.4% 50.4% 83.2% 84.3%

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
量の見込み① ５０人 ４８人 ４４人 ４１人
確保方策
人数② ５０人 ４８人 ４４人 ４１人
施設数 １か所 １か所 １か所 １か所

実績値

人数③ ０人 ０人 ４人 ６人
施設数 １か所 １か所 １か所 １か所

③-① ▲ ５０人 ▲ ４８人 ▲ ４０人 ▲ ３５人
量の見込みに対する割合 0.0% 0.0% 9.1% 14.6%
③-② ▲ ５０人 ▲ ４８人 ▲ ４０人 ▲ ３５人
確保方策に対する割合 0.0% 0.0% 9.1% 14.6%
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（１０）病後児保育事業

（１１）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）

富津地区 

大佐和地区 

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
量の見込み① ９２５人日 ９０１人日 ８７４人日 ８４４人日
確保方策
延べ人数② ９６０人日 ９６０人日 ９６０人日 ９６０人日
施設数 １か所 １か所 １か所 １か所

実績値

延べ人数③ ３１４人日 ５５１人日 ４０６人日 ４００人日
施設数 １か所 １か所 １か所 １か所

③-① ▲ ６１１人日 ▲ ３５０人日 ▲ ４６８人日 ▲ ４４４人日
量の見込みに対する割合 33.9% 61.2% 46.5% 47.4%
③-② ▲ ６４６人日 ▲ ４０９人日 ▲ ５５４人日 ▲ ５６０人日
確保方策に対する割合 32.7% 57.4% 42.3% 41.7%

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
量の見込み① １７７人 １７７人 １７６人 １７５人
小学１～３ １１７人 １１７人 １１６人 １１６人
小学４～６ ６０人 ６０人 ６０人 ５９人

確保方策
登録児童数② １３５人 １４１人 １４１人 １７５人
施設数 ６か所 ６か所 ６か所 ７か所

②－① ▲ ４２人 ▲ ３６人 ▲ ３５人 ０人

実績値
登録児童数③ １１７人 １３４人 １３４人 １１４人
施設数 ５か所 ５か所 ５か所 ５か所

③-① ▲６０人 ▲４３人 ▲４２人 ▲６１人
量の見込みに対する割合 66.1% 75.7% 76.1% 65.1%
③-② ▲１８人 ▲７人 ▲７人 ▲６１人
確保方策に対する割合 86.6% 95.0% 95.0% 65.1%

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
量の見込み① ５７人 ５４人 ５２人 ５１人
小学１～３ ２５人 ２５人 ２３人 ２４人
小学４～６ ３２人 ２９人 ２９人 ２７人

確保方策
登録児童数② ７５人 ９５人 １１５人 １１５人
施設数 ２か所 ３か所 ３か所 ３か所

②－① １８人 ４１人 ６３人 ６４人

実績値
登録児童数③ ４３人 ３５人 ５２人 ６６人
施設数 ２か所 ２か所 ３か所 ３か所

③-① ▲１４人 ▲１９人 ０人 １５人
量の見込みに対する割合 75.4% 64.8% 100.0% 129.4%
③-② ▲３２人 ▲６０人 ▲６３人 ▲４９人
確保方策に対する割合 57.3% 36.8% 45.2% 57.4%
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天羽地区 

（１２）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

実施なし 

（１３）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

実施なし 

４-４．乳幼児期の学校教育・保育の一体的な提供を含む子ども・子育て支援の推進

方策の実績

（１）認定子ども園に係る基本的な考え方 

既存の幼稚園に意向を伺いましたが、移行希望がありませんでした。 

（２）地域型保育の導入 

現状で確保方策が幼児期の学校教育・保育の量の見込みを上回っていることか

ら、現状では導入の必要はありません。 

（３）教育・保育に係る関係機関の連携 

現在も円滑な接続を図るため、小学校と連携して情報・意見交換を実施していま

す。 

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
量の見込み① ３５人 ３３人 ３０人 ２８人
小学１～３ １５人 １４人 １２人 １０人
小学４～６ ２０人 １９人 １８人 １８人

確保方策
登録児童数② ０人 ２０人 ２０人 ５５人
施設数 ０か所 １か所 １か所 ２か所

②－① ▲ ３５人 ▲ １３人 ▲ １０人 ２７人

実績値
登録児童数③ １５人
施設数 １か所

③-① ▲１３人
量の見込みに対する割合 53.6%
③-② ▲４０人
確保方策に対する割合 27.3%
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４-５．産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確

保の実績

保護者に必要とする情報が届くよう、子育て応援ガイドブックの発行や電子母子

手帳を活用するなど、情報提供に努めました。 

４-６．子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する県が行う施策と

の連携の実績

（１）児童虐待防止対策の充実 

要保護児童対策地域協議会を中心に関係機関と連携し、早期対応・重篤化防止に

取り組みました。 

また、相談体制を拡充し気軽に相談できるよう、平成29年 4月から「子育ての

話何でも聴きます窓口」を開設しています。 

富津市DV・虐待防止計画を平成31年 3月に5か年計画で策定しました。 

（２）ひとり親家庭等の自立支援の推進 

母子・父子自立支援員を引き続き配置し、相談支援を行うとともに、医療費等助

成、高等職業訓練促進給付金支給などにより、ひとり親家庭等の自立支援に取り組

みました。 

（３）障害児などの支援 

各専門機関と連携し療育等支援事業や特別支援教育などの取組を実施しました。

実施にあたっては、富津市障害者総合支援協議会子ども部会等の場を通じて、利用

者・保護者の声に配慮しながら取り組んでいます。 

４-７．職業生活と家庭生活との両立の推進

平成27年 3月策定の「富津市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、男

女ともに仕事と生活・地域活動などを両立できる環境づくりに取り組みました。 

「富津市まち・ひと・しごと創生総合戦略」とは、人口の現状分析や人口の

将来展望を示す「富津市人口ビジョン2040 」を踏まえ、まち・ひと・しご

と創生法第10 条第１項により、市民が幸せを感じられるまち実現すため、市

におけるまち・ひと・しご創生に関す目標、基本的な施策の方向及び施策を総

合的かつ計画的に実施するために必要な事項を定ものです。
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子ども・子育ての施策 平成 27・28・29・30年度の実績
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42 妊娠・出産期 健康づくり課 母子健康手帳の交付

母子健康手帳交付時に保健師等が妊婦等へ
の面接を行い，妊娠・出産・子育てに関する不
安や悩みの相談や子育て情報の提供等を行
う。

母子健康手帳交付数　179冊
妊娠届出時保健指導数　179人

母子健康手帳交付時に保健師等が妊婦等へ
の面接を行い，妊娠・出産・子育てに関する不
安や悩みの相談や子育て情報の提供等を行
う。

母子健康手帳交付数　180冊
妊娠届出時保健指導数　180人

母子の健康の保持及び増進に関する包括的
な支援を子育て世代包括支援センターにおい
て推進していく。
母子健康手帳交付時には、保健師等が、面接
を行い、ハイリスク妊婦に対し、妊娠中から早
期に関わり、継続的に支援を行っていく。

42 妊娠・出産期 健康づくり課 妊婦健診
より安全で安心な出産を支援するために、妊
娠中に指定医療機関において14回を限度に公
費で基本的な健診を受けられるようにする。

妊婦・乳児健診受診券配布数　188人
妊婦健診受診券使用回数　2,183回

より安全で安心な出産を支援するために、妊
娠中に指定医療機関において14回を限度に公
費で基本的な健診を受けられるようにする。

妊婦・乳児健診受診券配布数　185人
妊婦健診受診券使用回数　2,590回

継続実施する。

42 妊娠・出産期 健康づくり課 妊娠期支援事業
妊娠中の母体管理と栄養管理、胎児の発育に
ついて、妊娠届出時等に個別指導を行う。

妊娠届出時保健指導数　179人

妊娠中の母体管理と栄養管理、胎児の発育に
ついて、妊娠届出時等に個別指導を行う。

妊娠届出時保健指導数　180人

低体重児予防のために、保健師、管理栄養士
が妊婦のバランス食について、個別的に指導
を行っていく。

42 妊娠・出産期 健康づくり課 新生児・産婦訪問
生後28日以内の新生児に対し、保健師や助産
師が訪問し、健康状態の確認や必要な保健指
導、健康や育児に関する相談などを行う。

新生児訪問指導数　153人
産婦訪問指導数　153人

生後28日以内の新生児に対し、保健師や助産
師が訪問し、健康状態の確認や必要な保健指
導、健康や育児に関する相談などを行う。

新生児訪問指導数　150人
産婦訪問指導数　150人

継続実施する。

42 妊娠・出産期 子育て支援課 マタニティ講座
子育て情報や育児体験、また妊婦同士の交流
の機会を提供し、育児不安の軽減を図る。

マタニティ講座の開催
第1回　ベビーマッサージ教室
          大人10人・子ども11人
第2回　産後ヨガ教室
          大人13人・子ども16人

子育て情報や育児体験、また妊婦同士の交流
の機会を提供し、育児不安の軽減を行う。

講座の開催数　2回
参加者　30人

参加しやすい環境を整え参加率の向上を図
る。

43 乳児期・幼児期 健康づくり課
乳児家庭全戸訪問事
業

子育ての孤立を防ぐため、生後４か月までの
乳児のいる全ての家庭を保健師・助産師等が
訪問し、子育て支援に関する情報提供、育児
や産後の生活の相談、養育環境等の把握を行
う。

新生児訪問　153人
2か月児訪問　201人　　計　354人
訪問率　　98.9%

子育ての孤立を防ぐため、生後4か月までの乳
児のいる全ての家庭を保健師・助産師等が訪
問し、子育て支援に関する情報提供、育児や
産後の生活の相談、養育環境等の把握を行
う。

新生児訪問　150人
2か月児訪問　200人　　計　350人
訪問率　　100%

訪問できなかった家庭は、生後4か月を過ぎて
も、訪問対象とし、全数の訪問を目指す。

43 乳児期・幼児期 健康づくり課 乳幼児相談
乳幼児期の子育てに関することや食事等につ
いて面接相談、電話相談を実施する。

随時相談受付
乳児39 件
幼児29件
※各育児教室での相談は含めない。

乳幼児期の子育てに関することや食事等につ
いて面接相談、電話相談を実施する。

随時相談受付
乳児40 件
幼児30件

継続実施する。

43 乳児期・幼児期 健康づくり課
育児教室（４か月児・７
か月児・10か月児・１
歳児・２歳６か月児）

発達の節目の時期に、成長・発達の経過、食
事、虫歯予防を学ぶ教室を開催する。

各健診12回開始
延参加者数
4か月児　167人　　1歳児　　　　　138人
7か月児　163人　　2歳6か月児　144人
10か月児　138人

発達の節目の時期に、成長・発達の経過、食
事、虫歯予防を学ぶ教室を開催する。

各健診12回開始
延参加者数
4か月児　160人　　1歳児　　　　　140人
7か月児　160人　　2歳6か月児　140人
10か月児　140人

参加率の向上を図るため、受診勧奨に努め
る。
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43 乳児期・幼児期 健康づくり課 離乳食教室
月齢（５か月）にあった食事についての学習と
食材の使い方や作り方等を実習する。

離乳食教室　12回開催
延参加者数　116人

月齢（５か月）にあった食事についての学習と
食材の使い方や作り方等を実習する。

離乳食教室　12回開催
延参加者数　110人

参加率の向上を図るため、受診勧奨に努め
る。

43 乳児期・幼児期 健康づくり課 １歳６か月児健診
計測・診察（内科・歯科）・相談（発達・栄養）を
実施し、子どもの発育・発達、食事内容を養育
者と確認する。

9回開催
受診数　201人（88.5%）

計測・診察（内科・歯科）・相談（発達・栄養）を
実施し、子どもの発育・発達、食事内容を養育
者と確認する。

9回開催
受診数　200人

参加率の向上を図るため、受診勧奨に努め
る。

43 乳児期・幼児期 健康づくり課 ３歳児健診
計測・診察（内科・歯科）・検査（尿・視力・聴
力）・相談（発達・栄養）を実施し、子どもの発
育・発達、食事内容を養育者と確認する。

9回開催
受診数　216人（88.9%）

計測・診察（内科・歯科）・検査（尿・視力・聴
力）・相談（発達・栄養）を実施し、子どもの発
育・発達、食事内容を養育者と確認する。

9回開催
受診数　210人

参加率の向上を図るため、受診勧奨に努め
る。

43 乳児期・幼児期 健康づくり課 予防接種 感染症を予防するため、予防接種を行う。

ヒブ感染症742人（98.1%） 麻疹風疹混合452人
（101.1%）
肺炎球菌740人（97.9%）　水痘406人（102.5%）
B型肝炎562人（ 99.1% ） 日本脳炎1,598人
（145.1%）
4種混合795人（105.2%）　2種混合288人（91.7%）
BCG205人（108.5%）

感染症を予防するため、予防接種を行う。

ヒブ感染症666人（90%） 麻疹風疹混合402人
（90%）
肺炎球菌666人（90%）　水痘333人（90%）
B型肝炎500人（90%）　日本脳炎1,018人（90%）
4種混合666人(90%）　2種混合268人（90%）
BCG167人（90%）

接種率の向上を図るため、接種勧奨に努め
る。

44 乳児期・幼児期 子育て支援課 食育事業

健全な食事環境を通じた家族の団らんの大切
さや食事の楽しさ、望ましい食事のあり方、食
を通じた心の健全育成を学ぶため、食事に関
する講習会・実習を行い、親子・親同士の交流
を図る。

たべもの教室　4回／1コース
対象：公立保育所園児
第1回63人・第2回65人・第3回64人・第4回66人
延258人
栄養相談　公立入所児童保護者　随時　42件

たべもの教室　4回／1コース
対象：公立保育所園児
見込み延人数260人

継続実施する。

44 乳児期・幼児期 子育て支援課 一時預かり事業
育児中のストレス解消や冠婚葬祭など家庭で
の保育が一時的に困難になったときに、保育
所等で一時預かり保育を実施する。

公私立保育園、認定こども園１０箇所で実施
　富津保育園　延　234人　大貫保育園　延　303人
　公立７保育所　延　170人
　認定こども園みなと幼稚園　延　402人
合計1,109人

公私立保育園、認定こども園10箇所で実施
見込み延人数1,500人

保育士不足により追い付いていない。保育士
の確保に努める。

44 乳児期・幼児期 子育て支援課 延長保育事業
保育認定を受けた子どもについて、11時間の
開所時間を超えて保育を実施する。

公私立保育園5箇所で実施
　富津保育園　実　96人　大貫保育園　実　40人
　和光保育園　実　51人　青堀保育園　実　68人
　公立中央保育所　実　6人
合計　実261人

公私立保育園5箇所で実施
見込み実人数300人

保育士不足により追い付いていない。保育士
の確保に努める。

44 乳児期・幼児期 子育て支援課 病後児保育事業
病後児について、家庭での保育に欠ける場合
に保育園等の専用スペースで看護師等が一時
的に保育を実施する。

私立保育園１箇所で実施
　富津保育園　延　400人
(仮称)地域交流支援センターでの併設実施予
定

私立保育園1箇所と令和2年4月より（仮称）地
域交流支援センターで実施
見込み延人数600人

保育士不足により追い付いていない。保育士
の確保に努める。

45 学齢期・思春期・活動期 教育センター
外 国 語 指 導 助 手
（ALT）の配置

「生きた英語」を学び、小・中学生の英語による
コミュニケーション能力を高め、異文化理解や
国際理解を推進するため、ALTを配置する。

外国語人英語指導助手派遣延べ日数　591日
配置人数　3人

外国語人英語指導助手派遣延べ日数 576日
の見込み
配置人数　3人

小学校で英語が教科化されることに伴い、教
師の英語指導力向上を図るとともに、小・中学
校でのALTのより効果的な活用を推進してい
く。
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45 学齢期・思春期・活動期 教育センター 情報教育の推進
情報教育を推進するため、コンピュータ室等の
整備・充実を図る。ICT機器の活用を通して、児
童・生徒の情報活用能力を育成する。

小学校のコンピュータ活用延べ時間 2701時
間
中学校のコンピュータ活用延べ時間　852時間

小学校のコンピュータ活用延べ時間 2800時
間　見込み
中学校のコンピュータ活用延べ時間 900時間
見込み

コンピュータを活用した学習の推進のため、教
員を対象とした研修の充実を図る。
令和３年度に小中学校コンピュータ室のコン
ピュータを入れ替えを行う予定なので、その具
体的な内容を検討していく。

45 学齢期・思春期・活動期 教育センター 教育相談事業
いじめ・不登校・引きこもり・家庭内暴力・発達
障がい等の相談活動を行う。

相談件数　19件 相談件数　20件　見込み
現状、相談件数は比較的少ないが、今後も電
話や面談等による相談活動やいじめ相談メー
ルへの対応を継続していく。

45 学齢期・思春期・活動期 教育センター 食育の推進

小・中学生が正しい知識と望ましい食習慣を身
につけることができるよう学校栄養職員等を食
育指導員として位置づけ、各学校における食
育を推進する。

食育指導員派遣回数　延84回
食育指導員派遣回数　延90回　見込み

栄養の偏った食生活をしていたり、肥満傾向で
あったりする児童・生徒もいるため、小・中学校
において、児童・生徒の発達段階に応じた、食
育指導の充実を図っていく。

45 学齢期・思春期・活動期 生涯学習課 家庭教育学級

地域における親世代・子世代の交流を含めた
仲間づくりを目指して、親子共同（協働）学習の
形態で開設し、家庭における親子関係の改善・
充実を図る。

H29から事業廃止 ― ―

45 学齢期・思春期・活動期 生涯学習課 家庭教育指導員
家庭教育に関する相談や指導のほか、家庭教
育学級の企画運営、内容の指導助言を行う。

勤務日数　144日
火曜日は子育て支援課の「子育ての話何でも
聴きます窓口」を担当（H29から）。
金曜日は中央公民館で大貫小地区を対象に
「放課後ルーム」を運営した（H30から）。

火曜日の「窓口」（令和元年度から福祉の窓口
課）を担当するほか、「放課後ルーム」に係わ
る部分を「家庭教育支援員」として対応。補助
金を得て「支援員」を２人増員し、大貫小に加
え、富津小、環小でも実施。

「家庭教育支援チーム」のコーディネーターとし
て、地域支援者を発掘・育成する。

46 学齢期・思春期・活動期 生涯学習課
富津市スポーツ少年団
事業

地域に根ざしたスポーツ活動を推進し、郷土の
未来を担う、青少年の心身の健全なる育成を
図る。

単位団数23、団員数338人、指導者152人、青
少年健全育成の一環として、市交流大会の実
施、指導者や保護者向けの研修を実施した。

市交流大会や、指導者向けの研修を実施し、
青少年の心身の健全なる育成を図る。

少子化に伴い、団員が減少傾向にあるため、
団員数の確保及び、団員数等の規模に見合っ
た事業を検討していく。

46 学齢期・思春期・活動期 中央公民館 こどもチャレンジ教室
宿泊体験や他の体験活動を通して、こどもの
自主性・創造性・社会性を育てる。

富津公民館、中央公民館、市民会館合同によ
る事業（宿泊体験）を計画したが、最少催行人
数（15人）に達しなかったため、実施していな
い。

例年は3館合同による実施計画を立てていた
が、令和元年度は各館別に企画、立案した体
験活動を実施する。
実施時期：（7月～8月（土・日、夏休み期間））
定員：20人程度

近年は参加者を確保できず、実施するに至っ
ていない（長期間（宿泊等）に亘る体験活動と
なると、子どもの家庭環境や野外活動におけ
る事故、病気や体調不良、精神的な不安等の
要因により、参加を断念してしまうことなどが考
えられる。）。
短期間（日帰り等）での活動とするなど、子ども
が安心して参加しやすい環境を整える。

46 学齢期・思春期・活動期 市民会館 こどもチャレンジ教室
宿泊体験や他の体験活動を通して、こどもの
自主性・創造性・社会性を育てる。

富津公民館、中央公民館、市民会館合同によ
る事業（宿泊体験）を計画したが、最少催行人
数（15人）に達しなかったため、実施していな
い。

例年は3館合同による実施計画を立てていた
が、令和元年度は各館別に企画、立案した体
験活動を実施する。
実施時期：（7月～8月（土・日、夏休み期間））
定員：20人程度

近年は参加者を確保できず、実施するに至っ
ていない（長期間（宿泊等）に亘る体験活動と
なると、子どもの家庭環境や野外活動におけ
る事故、病気や体調不良、精神的な不安等の
要因により、参加を断念してしまうことなどが考
えられる。）。
短期間（日帰り等）での活動とするなど、子ども
が安心して参加しやすい環境を整える。

46 学齢期・思春期・活動期 生涯学習課 青少年相談員活動
愛のパトロールや青少年のつどい大会等を通
して、地域活動等を担う青少年相談員相互の
情報交換を行い、青少年の健全育成を図る。

青少年相談員連絡協議会事業　参加者数
富津市連協事業　250人
富津地区連協事業　372人
大佐和地区連協事業　293人
天羽地区連協事業　116人

市連協及び各地区連協事業を通して、青少年
の健全育成を図る。

青少年相談員相互の情報交換を行い、引き続
き青少年の健全育成を図る。
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46 学齢期・思春期・活動期 子育て支援課
放課後健全育成事業
（放課後児童クラブ）

保護者が仕事等により昼間家庭にいない、小
学校に就学している児童に対し、放課後に適
切な遊びや生活の場を提供して、児童の健全
な育成を図る。

平成30年度2クラブ新設
補助対象：7クラブ（9単位）登録児童数148人
補助対象外：2か所　登録児童数47人

令和元年度
補助対象：8クラブ（10単位）登録児童数226人
補助対象外：1か所　登録児童数28人

待機児童がでないように整備に努める。クラブ
が安定的な運営ができるよう支援する。

47 育児期全般 子育て支援課 利用者支援事業

子ども及び保護者等の身近な場所で教育・保
育施設や地域の子育て支援事業等の情報提
供や相談・助言を行うとともに関係機関との連
携を行う。

実施なし 地域交流支援センターの設置を行う。
地域交流支援センターの設置と併せて令和２
年度からの実施を目指す。

47 育児期全般 子育て支援課 子育て情報の発信
子育て応援サイト「イクトモ」などを活用した子
育てに関する情報提供を充実させる。

「イクトモ」や市ホームページの情報発信のほ
か、電子母子手帳のお知らせ機能や安心安全
メールを活用し、情報を手元まで届けた。
また官民協働事業で作成した「子育て応援ガイ
ドブック」を子育て世帯に配布した。

市ホームページの情報発信のほか、電子母子
手帳のお知らせ機能や安心安全メールを活用
し、情報を手元まで届ける。
また官民協働事業で作成した「子育て応援ガイ
ドブック」や「ふっつ子育て支援ガイドブック」を
配布しする。

子育て情報の発信の充実を継続して図る。

47 育児期全般 社会福祉協議会 「布えほん」貸出
ボランティア団体「布えほんメルヘン」により製
作された布絵本やおもちゃを、市内幼稚園、保
育所（園）、個人及び福祉団体に貸し出す。

貸出先：主任会 おひさま広場、公民館カフェ
年7回実施

貸出先：主任会　おひさま広場等
年10回実施見込み

特定の団体だけでなく、市内幼稚園、保育所
（園）、個人及び福祉団体への貸し出しを周知
啓発により増やしていく。

47 育児期全般 生涯学習課 おはなし会
公民館などで絵本の読み聞かせや手あそびを
行い、本に親しむ機会を作る。

市民会館で「おはなしライブ」を月1回実施する
ほか、中央公民館・市民会館サークルにより開
催。

公民館（・市民会館）サークルによるおはなし会
を継続して実施。

司書が3館で実施していたおはなし会を、２館
のサークルに委ねられるようになった。同様に
H30から富津公民館で実施している「読み聞か
せボランティア入門講座」で人材を確保し、
サークル化につなげたい。

47 育児期全般 中央公民館 ピッコロ学級
幼児の心身の発達や健康・栄養についての講
義、遊びの実習などを通して子育てについて学
び、親子・親同士の交流を図る。

廃止 ― ―

47 育児期全般 子育て支援課
地域子育て支援拠点
事業（地域子育て支援
センター）

未就学の子どもとその保護者を対象に、親子
で遊ぶ中で子育てに関する情報交換や交流、
仲間づくりができる場所を提供する。

大佐和地区１か所
　週５日開所年間237日
　年間利用者5,236人　１日平均利用親子10組

大佐和地区1か所
　週5日開所年間240日
　年間利用者5,300人　1日平均利用親子10組

令和2年度に天羽地区1か所開設する。富津地
区については再度開設できるようにする。

47 育児期全般 子育て支援課
子育て援助活動支援
事業（ファミリー ・サ
ポート・センター事業）

地域において、乳幼児や小学生等の預かり等
の援助を希望する者（利用会員）と、援助を行
うことを希望する者（提供会員）との相互援助
活動に対する連絡・調整を実施する。

登録会員数 総数125人（提供19人・依頼98
人・両方8人）
年間延利用件数 239件（預かり41件・送迎198
件）

登録会員数 総数150人（提供25人・依頼115
人・両方10人）
年間延利用件数　200件

提供会員数を増やしていき依頼者がいつでも
利用できるようにする。

48 育児期全般 社会福祉協議会 おやこ遊遊ひろば

公民館の一室を開放し、未就園児の親子を対
象に育児不安や孤立感、ストレスを和らげ、子
育てが楽しいと感じられるような場を提供する
と同時に、子ども同士の発達を図る。また、主
任児童委員による「子育て何でも相談」を実施
する。

利用者が減少したため、平成29年度から事業
廃止

― ―

48 育児期全般 子育て支援課 おひさま広場事業
乳幼児を持つ保護者が気軽に集い、親子の交
流、育児相談、子育て情報の提供を行う。

7回開催
延参加者数　142人
　　　　　（うち大人71人・子ども71人）

7回開催見込み
見込み延参加者数　150人

広報に力を入れ気軽に交流できる場の周知を
図る。
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48 育児期全般 子育て支援課 園庭開放
子育て家庭の交流の場、また、園と地域のつ
ながりをつくるために、保育所（園）や幼稚園に
通園していない親子に園庭を開放する。

実施施設数　　　11保育所（園）
利用延日数　　　 268日
利用延組数　　　 484人
大人　　　　　　 438人
子ども　　　　　 500人

190日程度の開催予定
見込み利用延組数　400人

広報に力を入れ気軽に交流できる場の周知を
図る。

48 育児期全般 防災安全課
未就学児に対する防
災学習機会の創出

災害時に主体的に行動できる能力の獲得に
は、幼少期からの防災教育が有効であるた
め、子どもと一緒に楽しく学べるワークショップ
形式の講座を開催する。

実績なし 実施予定なし。（要望があれば実施する。）

市内保育所等に対してPRを行い、講座の申し
込みを促す。
今後は保護者に対して災害発生時に子どもを
守る方法を学ぶ講座を開催する。

48 育児期全般 生涯学習課 移動図書館
公民館図書室等から離れた地域を巡回し、図
書貸し出しサービスの充実を図り、生涯にわた
る学習の向上を図る。

貸出利用者数　6,979人
貸出冊数　17,604冊
運行日数　84日

継続実施する。
図書システムのネットワーク化をすすめ、利用
者の利便性を高めることにより、利用者、利用
冊数の増加を図る。

48 育児期全般 教育総務課
生涯学習課

学校施設の有効利用
学校施設の地域開放に向けて、各学校で必要
に応じて関係機関と相互調整し有効利用を図
る。

・飯野小・大貫小・吉野小・佐貫小・天神山小に
て学童クラブ（児童約138人、指導員27人）が使
用。富津保育園等（運動会利用等のため）使用
料免除39団体（使用者延べ約6,573人）

・社会体育の振興、普及のため小・中学校の体
育施設の開放を実施した。登録団体数75 開
放学校数15校　使用許可日数8,832日

・飯野小・大貫小・吉野小・佐貫小・天神山小に
て学童クラブ（児童約123人、指導員47人）が使
用予定。富津保育園等（運動会利用等のため）
使用料免除39団体予定（使用者予定延べ約
6,573人）

・小・中学校の体育施設を開放し、社会体育の
振興、普及を図る。登録団体数68 開放学校
数15校　使用許可日数8,800日

・空き教室については、子育て支援課と連携を
図り有効活用する。

・今年度中に、学校再配置に伴う学校体育施
設の減少について、施設利用基準の見直しを
行う。

49 育児期全般
福祉の窓口課

児童虐待相談対応事
業

地域において児童と接する機会のある関係機
関と連携を図り、早期の児童虐待の予防・防止
活動を行う。

・要保護児童対策地域協議会
　代表者会議　    1回
　実務者計議　　  6回（検討件数延147件）
　個別支援会議　21回
・富津市ＤＶ・虐待防止計画の策定
　平成31年3月に5か年計画で策定

・要保護児童対策地域協議会
　代表者会議　    1回
　実務者計議　　  6回
　個別支援会議　必要に応じて随時
・ＤＶ・虐待の根絶に向けた啓発
・専門支援機関との連携

・富津市ＤＶ・虐待防止計画を推進する。
・地域支援機関との連携強化を図る。

49 育児期全般
福祉の窓口課

児童家庭相談事業
家庭における人間関係の健全化、児童の適正
な養育等、家庭児童福祉に関する相談指導を
実施する。

・「子育ての話何でも聴きます窓口」を月～金ま
で開設し相談対応を実施。相談件数：7件
・家庭相談員を月・木曜日に配置し相談対応を
実施。相談件数：98件

・「子育ての話何でも聴きます窓口」を月～金ま
で開設し相談対応を継続して実施する。
・家庭相談員を月・木曜日に配置し相談対応を
実継続して実施する。

引き続き相談受付を実施するとともに、手当等
の制度の周知を図る。

49 育児期全般 健康づくり課 養育支援訪問事業
養育支援が特に必要な家庭を訪問し、養育に
関する指導・助言を行うことにより、当該家庭
の適切な養育の実施を確保する。

訪問家庭数　7人

養育支援が特に必要な家庭を訪問し、養育に
関する指導・助言を行うことにより、当該家庭
の適切な養育の実施を確保する。

訪問家庭数　7人

虐待リスクの高い家庭、養育の困難な家庭に
ついては、他部署との連携を図る。

50 育児期全般 教育センター 幼児ことばの相談会

ことばの問題の早期発見、早期対応を行い、
就学後の継続指導に結びつけるため、希望の
あった就学前の幼児を対象に相談会を実施す
る。

相談会参加者
　　7月　3人
　 12月　8人　　　計11人

相談会参加者
　　7月　8人
　 12月　8人　　　計16人　見込み

相談者が増えると対応しきれなくなる可能性が
ある。また、現在、言語指導の専門性を持った
指導者が不足しているため、教員の資質向上
のための対策が必要である。

50 育児期全般 子育て支援課
保育所（園）・幼稚園へ
の巡回訪問

特別支援学校教諭に療育技術指導を依頼し、
障がい児等の入所している保育所等職員の資
質向上を図る。

療育等支援事業（社会福祉課）において、本事
業と同じ内容を実施しているため、療育等支援
事業を継続して実施していく。

療育等支援事業（社会福祉課）において、本事
業と同じ内容を実施しているため、療育等支援
事業を継続して実施していく。

継続実施する。

50 育児期全般 学校教育課 特別支援教育の推進

LD（学習障がい）、ADHD（注意欠陥/多動性障
がい）、高機能自閉症等を含む、特別な支援を
要する児童・生徒に適切な教育的支援や指導
を行う体制を整える。

指導員　6人（配置6校）
対象児童生徒数　106人

指導員　6人（配置6校）
対象児童生徒数　106人　見込み

配置希望数よりも配置可能指導員が少ないた
め、今後指導員を増やしていくことを検討して
いく。

17



計画書
ページ

成長段階 担当部署 事業名 事業内容 平成30年度実施内容及び実績値 令和元年度実施内容及び実績見込み 今後の課題と方向性

50 育児期全般 教育センター
学校におけるカウンセ
リングの推進

いじめや心の悩み等の諸問題において，児
童・生徒、保護者からの相談に応じるため、県
から配置されたスクールカウンセラーを有効に
活用する。

市内5中学校及び青堀小学校、富津小学校、
湊小学校へ 計8校配置

市内5中学校及び青堀小学校、富津小学校、
湊小学校へ 計8校配置

学校によっては相談希望が多く、スクールカウ
ンセラーが対応しきれないことがあるため、より
良い活用方法を検討していく。

50 育児期全般 教育センター
不登校児童・生徒の適
応指導

不登校児童・生徒への適応指導対策として、
適応指導教室を運営するとともに、学校や関
係諸機関とのネットワークを生かして総合的な
取り組みを実施する。

適応指導教室「さわやか」　3人通室 適応指導教室「さわやか」　1人通室 通室者は少なくなっているが、今後も学校と連
携して不登校児童・生徒への適応指導対策を
進めていく。

50 育児期全般 教育センター
問題を抱える子ども等
の自立支援事業

自立支援指導員を小・中学校に配置し、不登
校やいじめ・児童虐待等の諸問題の未然防止
や早期発見・早期対応を行う。

自立支援指導員配置校　5校
自立支援指導員　4人

自立支援指導員配置校　6校
自立支援指導員　4人

配置希望数よりも配置可能指導員が少ないた
め、今後、配置日数の増加や指導員の増加を
検討していく。

51 育児期全般 教育センター はまかぜ教育相談
専門医による教育相談を実施し、児童の悩み・
不安・問題行動について専門的な立場からカ
ウンセリングを行う。

相談件数　7件 相談件数　10件　見込み 今後も児童生徒・保護者・学級担任を対象とし
た、きめ細かな教育相談を継続していく。

51 育児期全般
福祉の窓口課

療育等支援事業

千葉県社会福祉事業団児童サービスセンター
に委託し、市役所内で臨床心理士又は言語聴
覚士によることばの訓練や心理診断等の子ど
もの療育相談を行う。

サテライト療育相談の実人数
（言語20人、心理39人、相談支援4人）合計63
人
巡回訪問の実人数
（言語療法9人、心理療法104人）合計113人

相談業務のため、見込みを算出するのは困
難。

健康づくり課の幼児健診との連携、保育所
（園）、幼稚園への巡回訪問により早期発見、
早期療育ができているので引き続き事業を行
う。

51 育児期全般
福祉の窓口課

相談支援事業

障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく障
がい福祉サービスを利用するにあたり、サービ
ス計画の作成や事業所との調整を行い適正な
サービス利用を促進する（障害児相談事業
所）。
通常の相談支援では対応が不十分な引きこも
りや障がい福祉サービスの未利用者に対し、
早期発見や適切なサービスの利用を促進する
（一般相談支援事業所）。

自宅訪問36件、来所相談33件、電話相談54
件、電子メール相談91件
合計214件

相談業務のため、見込みを算出するのは困
難。

外国人障がい児に対する支援のときに両親を
含めた支援になり、委託契約内容以外の部分
の支援も必要になる。また、医療との連携時に
専門用語の説明が必要になるので、専門知識
を有する通訳者の確保が必要になる。

51 育児期全般
福祉の窓口課

ペアレントサポートワー
クショップ

千葉県発達障害者支援相談センターＣＡＳ及
び関係機関と連携し、発達障がい児を育てる
保護者等を対象に子どもへの関わり方や子育
てに関して理解・促進を目的とする講座を実施
する。

講座回数：0回（参加希望者がいなかったため） －

児童家庭支援センター望みの門ピーターパン
の家、療育等支援事業での臨床心理士や言語
聴覚士、障害者総合支援協議会子ども部会で
の子育て交流会など相談できる事業が多数あ
るため終結とする。

51 育児期全般
福祉の窓口課

在宅生活支援事業
障害者総合支援法に基づく在宅サービス（居
宅介護・重度訪問介護・重度障がい者等包括
支援）の利用促進を図る。

利用児童数　2人

居宅介護利用児童数　2人
重度障がい者等包括支援利用児童数　0人

利用児童数　2人

居宅介護利用児童数　2人
重度障がい者等包括支援利用児童数　0人

引き続き事業を行う。
サービス内容によっては、新規利用者の事業
所確保が難しいケースがある。

52 育児期全般
福祉の窓口課

日中活動支援事業

障害者総合支援法に基づく日中活動サービス
（短期入所・療養介護）、地域生活支援事業
（日中一時支援・地域活動支援センターⅠ型・
Ⅱ型・Ⅲ型）及び児童福祉法に基づく障がい児
通所サービス（放課後等デイサービス・児童発
達支援）の利用促進を図り、障がい児の日中
における活動の場を確保する。

利用児童数　79人

短期入所利用児童数　4人
日中一時支援利用児童数　11人
地域活動支援センターⅠ型利用児童数　0人
地域活動支援センターⅡ型利用児童数　0人
地域活動支援センターⅢ型利用児童数　0人
放課後等デイサービス利用児童数　47人
児童発達支援利用児童数　17人

利用児童数　92人

短期入所利用児童数　4人
日中一時支援利用児童数　11人
地域活動支援センターⅠ型利用児童数　0人
地域活動支援センターⅡ型利用児童数　0人
地域活動支援センターⅢ型利用児童数　0人
放課後等デイサービス利用児童数　51人
児童発達支援利用児童数　26人

引き続き事業を行う。
サービス内容によっては、新規利用者の事業
所確保が難しいケースがある。
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52 育児期全般
福祉の窓口課

社会参加促進事業

障害者総合支援法に基づく行動援護、同行援
護及び補装具費支給事業、地域生活支援事
業に基づく日常生活用具給付等事業、移動支
援事業及び意思疎通支援事業等を実施し、障
がい児の社会参加の促進を図る。

利用児童数　13人

行動援護利用児童数　2人
同行援護利用児童数　0人
補装具費支給事業利用児童数　5人
日常生活用具給付等事業利用児童数　3人
移動支援事業利用児童数　3人
意思疎通支援事業利用児童数　0人

利用児童数　12人

行動援護利用児童数　2人
同行援護利用児童数　0人
補装具費支給事業利用児童数　4人
日常生活用具給付等事業利用児童数　3人
移動支援事業利用児童数　3人
意思疎通支援事業利用児童数　0人

引き続き事業を行う。
サービス内容によっては、新規利用者の事業
所確保が難しいケースがある。

52 育児期全般 社会福祉課 各種手当給付事業
特別児童扶養手当・障害児福祉手当を20歳未
満の重度の障がい児や難病患者に給付する。

特別児童扶養手当受給者数　56人
障害児福祉手当受給者数　23人

前年度と同様 継続実施する。

52 育児期全般 社会福祉課
各種医療費等助成事
業

障がいのある児童に対し、自立支援医療（育
成医療・精神通院医療）、重度心身障害者医
療、精神障害者医療の医療費助成を行う。

育成医療助成児童数　3人
重度心身障害者医療費助成児童数　5人
精神障害者医療費助成児童数　0人

前年度と同様
重度心身障害者医療費助成制度に、精神障
害者を加えるかどうか、県と検討中

52 育児期全般 社会福祉課 各種割引制度
障がいの程度によって公共料金や交通機関料
金等の割引を実施する。

制度のＰＲを行い、利用を促進した。 前年度と同様
さまざまな機会を通じて制度を周知すること
で、利用の促進を図る。

52 育児期全般 福祉の窓口課 各種割引制度の周知
障がいの程度によって公共料金や交通機関料
金等の割引対象となる者に制度を周知する。

手帳交付時、ＨＰ、ガイドブックで制度の周知を
行い、適正利用につなげた

継続的に実施する。
引き続き、同様の方法で周知活動を進めてい
く。

52 育児期全般 福祉の窓口課
障がい児を育てる地域
の体制整備事業

研修会や講演会を実施することにより、障がい
児への理解を深める。

平成30年5月8日 障害児施設利用手続き説明
会
平成30年12月17日　音楽交流会
平成31年1月8日　障害児施設紹介
平成31年3月12日　子育てＱ＆Ａ

令和元年6月11日 講演「お父さんにできるこ
と」
令和元年11月7日　子育てＱ＆Ａ
令和元年12月10日　音楽交流会
令和2年3月10日　子育てＱ＆Ａ

保護者のニーズに沿った、研修会や講演会を
継続的に進めていく。

53 育児期全般 子育て支援課 児童手当
児童を養育している家庭の生活安定と児童の
健全育成を目的に、中学校修了前まで児童手
当を支給する。

同左
児童延べ人数　47,177人 継続的に実施する。 継続実施する。

53 育児期全般 子育て支援課 子ども医療費助成
中学校修了前までの子どもが入院や通院した
場合、千葉県の助成制度に上乗せし助成す
る。

同左
助成した実人数　4,426人

継続的に実施する。 継続実施する。

53 育児期全般 子育て支援課 未熟児養育医療給付
出生時の体重が2,000g以下又は身体の発達
が未熟なまま出生し、入院治療を必要とする乳
児の医療費を助成する。

同左
助成した実人数　9人

継続的に実施する。 継続実施する。

53 育児期全般 学校教育課
私立幼稚園就園奨励
費の助成

市内に在住する幼稚園児の保護者に対して、
所得階層に応じて入園料・保育料を減免する。

対象園児数：318人
補助園児数：296人（第1子 137人、第2子 104
人、第3子 55人）
補助金額：46,086,700円

補助園児数見込み：278人（第1子 126人、第2
子 102人、第3子 50人）
補助金額見込み：54,139,600円

令和元年10月より幼児教育無償化の新制度
へ移行となるため、平成31年4月から令和元年
9月までを補助対象期間とする。
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53 育児期全般
福祉の窓口課

母子・父子自立支援相
談事業

母子家庭等の相談指導・支援を実施する。 自立支援に関する相談件数　82件 継続的に実施する。
引き続き相談指導・支援を実施するとともに、
関係機関との強化を図る。

53 育児期全般 子育て支援課 児童扶養手当
父又は母と生計を同じくしていない１8歳の年
度末までの児童等を持つ父、母又は養育者に
支給する。

同左
全部延支給者　1,336人
一部延支給者　2,027人

継続的に実施する。 継続実施する。

53 育児期全般 子育て支援課
ひとり親家庭等医療費
の助成

ひとり親家庭等に対して医療費の一部を助成
する。

同左
受給者総数 227人
助成件数　2,314件

継続的に実施する。 継続実施する。

53 育児期全般
福祉の窓口課

母子及び父子並びに
寡婦福祉資金貸付相
談

母子・父子家庭・寡婦の福祉向上のための資
金貸付相談を行う。

相談　　　　　　　9件
県への進達数　0件

内容　⇒　継続実施
見込　⇒　1件

引き続き相談受付を実施するとともに、資金貸
付制度の周知を図る。
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